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〔論文〕

フランス財務報告制度の展開（２）

大下勇
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Ⅳ、1935.37年デクレー1966年商事会社法の期間

Ｖ、むすび

関連する条項が1856年法第13条と1863年法第３１

条の規定である。

株式合資会社に関する1856年法第13条3゜によ

れば，財産目録なくあるいは虚偽の財産目録によ

り，会社に実|祭に獲得されていない配当の分配を

株主に行った業務執行社員は，刑法第405条の詐

欺罪が課せられる。

また，1863年有限責任会社法第31条3.によれ

ば，財産目録なくあるいは虚偽の財産目録により，

実際に獲得されていない配当の分配を，故意にま

た反対することなく行ったあるいは行わせた取締

役は，刑法第405条の詐欺罪が課せられる。

違法配当訴訟において，これら条文の「実際に

獲得されていない配当（dividendesnonr6elle‐

mentacquis)」の規定が配当の違法性を判断する

より所とされたのである。

この「実際に獲得されていない配当」の規定の

解釈は「実際に獲得された利益（b6n6ficesr6elle‐

mentacquis)」の解釈に発展し，財産目録上の純

利益が実際に獲得された利益であるためには，積

極・消極財産の性質・評価がどうあるべきかなど

の形で計算基準が展開されている。このような司

法的判断の計算ルールヘの影響が1860年代から見

られた。

本稿では，ポードナや商法研究者の考察を手掛

りに1860.70年代の訴訟事件を取り上げているが，

考察の観点はこれら研究が行ったような「架空配

当」の概念の分析ではない。本稿は，視点を変え

て，違法配当事件の中で裁判所がどのような観点

から「実際獲得の配当・利益」および「配当の違

法`性」を判断したかを明らかにし，これら司法的

判断の観点が計算書類の正確性・真実性の性質に

いかなる影響を与えたかを検討する。

また，１８６０．７０年代の訴訟事件を取り上げるの

は，前出の法律規定の制定直後に生じた訴訟事件

2．違法配当訴訟と利益計算ルールの形成

前節で考察したとおり，1856年法，1863年法お

よび1867年会社法には財産目録の作成方法に関す

る規定はなかった。その作成は実践・`慣行に基づ

いていた。当時のフランス法における評価規定の

不在がドイツにおけるような評価論争を生み出さ

なかった原因とされている。しかし，フランスで

は，訴訟の中で財産目録上の財産の評価，純利益

の性質などに関して司法的判断が示され，これら

判例が財産目録の作成方法に影響を与えてきこと

は一般に認識されている。

例えば，ポードナ（nBeaudonnat）は，「架

空配当（dividendefictif)」とは何かの観点から，

財産目録の各項目の評価基準，減価償却計算，引

当金計算などの実践に関して，法の不備を補って

判例や学説が形成した基準を考察している｡('）ま

た，商法研究者は種々の判例を取り上げて，同様

の観点から「架空配当」の概念を検討してい

る｡(2)

これら研究の中心課題となった「架空配当」に
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証されていた。しかも，当該一定額はローマ教皇

政府により保証されていた。しかし，ローマ鉄道

は認可されたばかりでまだ営業を開始しているわ

けではなかった。ミレス氏はローマ鉄道から実際

に配当を受ける前に，１億7,500万フランの５％

(8,750,000フラン）を２年度に分けて鉄道銀行の利

益として計上し，これを分配したのである。

ｂ、1859年の財産目録の利益

1859年の財産目録に計上された9,151,556フラ

ンの利益からの分配に関して，「実際に獲得され

ていない配当」の規定から違法性が問題とされた。

ミレス氏はPamepeluneaSaragosse鉄道路線

(187km）をキ口当たり145,000フランで購入し，

これをスペイン女王勅令により設立された株式会

社に対して，キロ当たり200,000フランで出資し

た。この差額55,000フランは，財産目録上の保有

株式価額の増加となって表れ，これが利益として

計上されたものである。

この新会社とは協約が締結されていたが，当該

協約は事後的に1860年１月９日の株主総会で承認

された。路線の建設はまだ実施されていなかった。

ｃ、1856-59年の財産目録からの損失の脱漏

1856-59年の財産目録において，信用取引か

ら生じた572,000フラン，3,953,000フランおよび

1,600,000フランの損失の脱漏が見られた。損失

脱漏の財産目録を基礎とした配当が違法性を有す

るか否かが問題とされた。

。、1860年の財産目録における保有株式の評価

1860年の財産目録における保有株式の額面評価

の妥当性が問題とされた。Caisseg6n6raleの株

式を財産目録日の相場で評価しないで，額面で評

価したものである。当該株式の相場が額面金額を

下回っていたため株式の評価額が過大となり，過

大評価を含む財産目録からの配当が「獲得利益」

の点から違法性を有するか否かが争点となった。

であり，しかも，これら訴訟の中で司法的判断の

観点がすでに明確にされていると考えるからで

ある。

（１）１８６１．６２年のミレス事件

まず，1861.62年のミレス事件を取り上げ

る｡(3)ミレス事件は1856年法の上記規定の出現後

最初の重要な違法配当訴訟である。

①配当の違法性の争点

ミレス（Mir6s）氏は鉄道銀行（Caissedes

cheminsdefer）の業務執行社員，ル・コント

スイメオン（lecomptesim6on）氏は同銀行の監

査役会会長であった。ミレス氏は，1856年４月３

日にローマ鉄道と協約を結び，認可されたばかり

の当該路線の経営に必要な資金１億7,500万フラ

ンを出資することを約束した（協約の第１条)。

このために，ローマ鉄道は額面500フランの株

式170,000株と社債9,000万フランを発行し，これ

をすべて鉄道銀行が引き受けた。協約の第1条で

は，ローマ鉄道発行の株式は路線建設期間中に５

％の確定配当，認可路線全体の営業開始後は６％

の確定配当を支払い，社債については696の利子

を支払うことが約束された。しかも，ローマ教皇

政府が年間６％を保証していた。

協約の第２条では，調達資金１億7,500万フラ

ンのうち，3,500万フランが，今後，１．研究費，

旅費，交渉費および認可を得るために必要な費用，

2゜軌道の重逓の増加から生ずる費用差額，３°手

数料と会社運営の費用，としてミレス氏に支払わ

れることが規定された。

ａ，1856.57年の財産目録の利益

鉄道銀行の1856.57年の財産目録に計上された

合計8,750,000フランの利益部分からの配当に関

して，1856年法第13条の「実際に獲得されていな

い配当」の規定からその違法性が問題とされた。

当該利益は，ローマ鉄道が計上した1,600万フラ

ンの純利益に錐づいて，積立金繰入額控除後の金

額をミレス氏が自社の1856年と1857年の財産目録

に計上したものである。

ローマ鉄道は鉄道銀行の100％子会社であり，

利益配当に関しては前出の協約により一定額が保

②裁判経過

1861年７月11日，セーヌ軽罪裁判所はミレス氏

に鉄道銀行の経営において信任の乱用違反，詐欺，

違法配当の違反行為を犯したとして５年の禁固刑

を宣告し，監査役会会長ル・コント・スイメオン

氏に対しては，財産目録の不正確･性と配当の不正

規な分配に対する民事上の責任を宣告した。
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特に，違法配当に関しては，１８５６．５７年と1859

年の財産目録の前述の利益部分を「獲得されてい

ない」と見なしてその配当の違法性を指摘した。

両者は，パリ帝国裁判所に控訴し財産目録の鑑

定のやり直しを請求したが，裁判所は1861年８月

29日にこれを却下してセーヌ軽罪裁判所の判決を

支持した。

被告人はさらに破棄院に対して鑑定のやり直し

を請求した。破棄院は，1861年12月28日，上訴を

受け入れ上記判決を破棄してドゥアイ（Douai）

帝国裁判所軽罪部に差し戻した。パリ裁判所が鑑

定のやり直しを却下する理由を明らかにしなかっ

たからである。

被告人はドゥアイ帝国裁判所に鑑定のやり直し

を請求した。裁判所は1862年４月２１日にこの鑑

定のやり直し請求を却下したが，控訴判決も破棄

した。ドゥァイ裁判所は一連の計上利益を「獲得

されたもの」と見なしたのである。

この事件は，再度，破棄院で争われるが，破棄

院は一連の計上利益を「獲得されていない」と判

断してミレス氏らの有罪が最終的に確定した。

次に，差戻し審のドウアイ裁判所の判決理由，

エリ審議官の見解と破棄院でのデュパン検事総長

の主張および破棄院の判決理由を取り上げ，「実

際に獲得された配当」および「実際獲得利益」の

解釈がどのように展開されたかを明らかにしたい。

とは実質的にそれら株式を購入することである。

言葉は違うが最終的な結果は同じである。その時

から，当該購入はその日からでも取引から生ずる

利益を生み出す（quesouscriretouteslesactions

d，unesoci6t6，cDestenr6alit61esacheter；que 

silesmotsdifferent，ler6sultatfinalestlem6me； 

qued6slors,cetachatadonn6naissancedujour 

memeauxb6n6ficesr6sultantdel，op6ration)｣｡(5) 

ドウアイ裁判所は1856.57年の8,750,000フラ

ンの利益を協約の日から獲得されていると見なし，

配当の違法性を否定した。1859年の9,151,756フ

ランの利益についても，同裁判所は「獲得された

利益」と判断した。

1856-59年の財産目録における損失の脱漏に関

しては，「信用取引にかかる572,000フランの損失

の貸方計上の脱漏は何らの重要性もない。その理

由は，いずれにせよこれら572,000フランが株主

に分配された配当に何ら影響しなかったからであ

る（１，．missionaupassifdelapertede572,000h．

surdesmarch6shtermen,ａｐｌｕｓｄ，int6r6t0puis‐ 

que,danstouslescas,ces572POOfr.､,affCcte-

raientenrienledividendequia6t6distribu6aux 

actionnaires)｣(6)と判断した。この裁判所の判決

は，配当の違法性を「財産目録の正確性」の観点

からではなく，「会社資本の保全」の観点から判

断したものである。

また，1858年の3,953,000フラン損失の脱漏も，

これが1859年財産目録に計上された5,573,000フ

ランの損失の一部であるとして不正と見なさなかっ

た。裁判所は，「当該金額が株主に分配される配

当を傷つけるのには不十分（cettesommeserait

insuffisantepourentamerledividendedistribu6 

auxactionnaires)｣(7)であることを理由に，違法

`性を否定した。

このように損失の脱漏に関しては，ドゥアイ裁

判所は，それが配当を傷つけるものでない限り財

産目録の不正確`性を問題としなかった。

最後に，1860年度の保有有価証券の評価に関し

ては，同裁判所は，フランス銀行が取引所の時価

にかかわらず額面評価を認めていたことを理由に，

非難できないと結論づけた。

③ドウアイ帝国裁判所の判決内容

差戻し審では，ドゥアイ裁判所は1856.57年と

1859年の財産目録の利益部分を「獲得された利益」

と見なしてその配当の合法性を宣告した。

1856.57年の配当の合法性を判断する上で同裁

判所が重視した点は，協約の締結と100％の親子

会社関係の点である。同裁判所は前出協約により

8,750,000フランが「実際に獲得された（r6elle‐

mentacquis)」ものと見なしたのである。しかも，

｢ローマ教皇政府が６％の利子を保証している

だけに当該利益は確実なものと見なされた（ce

b6n6fice6taitd，autantpluscertain，quelegouv-

ernementpontificalavaitgarantiunint6r6tde6 

pourlOOｐａｒａｎ｣｡(4) 

他方、ローマ鉄道は鉄道銀行の100％子会社で

ある。「ある会社のすべての株式を引き受けるこ
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④エリ審議官とデュパン検事総長の見解

ａ・エリ審議官の見解

エリ（FaustinH61ie）審議官は検事総長への

報告の中で，ドゥアイ裁判所の判決を検討してい

る。次にこれを見てみよう｡(8)

まず，1856年７月17日法律第13条違反（財産目

録の不正確性（infidelit6danslesinventaires）

と架空配当（distributionsdedividendesfictifs）

の適用根拠となる事実として，１．損失の脱漏，

2．未だ会社に狼得されていない利益を配当した

こと（d，avoirdistribu6desb6n6ficesnonencore

acquisalasoci6t6)，３．財産目録において一定

の項目の価値を過大評価したこと（d'avoirexa‐

g6r6danslesinventaireslavaleurdecertainsarti‐ 

cles）を上げ，１．の「損失の脱漏」は判決では

問題にされなかったこと，２．の点は，１８５６．５７

年の財産目録への8,750,000フランの計上と，１８５９

年の財産目録への9,151,556フランの計上に関し

て，判決が正式に検討対象として取り上げたが

その違法性を否定したことを報告し，これら利

益が1856年法の意味する「獲得利益（b6n6fices

acquis)」であるのか疑問を提起している。

エリ審議官は一般的な実務'慣行を次のように指

摘する。

「これら利益に対する権利が確保されているこ

とで十分であり，利益を生み出す作業が完了して

いるか執行中にすぎないかはほとんど重要でない

(qu'ilsuffitqueledroitacesb6n6ficessoitas‐ 

sure；ｑｕ'ｉｌｉｍｐｏｒｔｅｐｅｕｑｕｅｌｅｓｔｒａｖａｕｘｄ'oUils 

doiventprovenirsoienttermin6souseulementen 

coursd'ex6cution)｣(9) 

「諸勘定が憤権の支払いに対する権利を確認す

るときから，これら債権は会社の資産に計上さ

れる。ただし，回収できない場合には後で貸方に

振り替える（d6squelescomptesconstatentun

droitaupaymentdecertamescreances，ces 

creancesentrentdanslDactiｆｄｅｌａｓｏｃｉ６ｔ６，saufa 

6trereport6esplustardaupassifsiellesni6taient 

pasrecouvr6es)｣(ID） 

エリ審議官は，このような実務慣行が1856年法

の「漉得利益」の規定に照らして問題があると主

張する。

「この記帳方法は実際に獲得されていない利益

のいっさいの分配を明確に禁ずる法律と両立する

のが難しいように思われる（ｃｅｍｏｄｅｄｅｃｏｍ‐

ptabilit6sembleseconcilierdiffｉｃｉｌｅｍｅｎｔａｖｅｃ 

ｌｅｓｔｅｒｍｅｓｄｅｌａｌｏｉｑuiprohibentexpressement 

toutedistributiondeb6n6ficesnonr6ellement 

acquis.)｣(川

「法律が要求しているのは利益に対する権利で

はない。その理由は，この権利の行使は妨げを受

ける可能性があるからである。それは実現した

利益である。それは実際に狸得されていなけれ

ばならない。r6ellementの用語はそれが取引の

完了を示すものでないならば何を意味するのか

(Ce、'estpasledroitaub6n6ficequelaloiexiga

carl，exercicedecedroitpeut6prouverdesen-

traves，ｃ，estleb6n6ficer6alis6・Quesignifiele

motr6ellement，ｓ，ｉｌｎ，indiquepaslaconsom-

mationdel,op6ration)｣('2） 

「立法者は用心を倍増した。業務執行社員は約

定により多少なりとも将来にずれ込む利益を配当

できるだけでなく，契約に基づいた利益ではなく

完全に実現した利益だけを分配できることも望ん

だ。獲得されねばならないのは利益に対する権利

ではない。それはまさに利益である。従って，法

律は完了した取引を想定している（Ilaredoubl6

depr6voyances;ｉｌａｖｏｕｌｕ，ｎｏｎｐａｓｓｅｕｌｅｍｅｎｔｑｕｅ 

ｌｅｇ６ｒａｎｔｐＵｔｄistribuerdesb6n6ficesplusou 

moiｎｓ６ｔａｙ６ｓｓｕｒｌ,avnirenvertudestipulations， 

ｍａｉｓｑｕ'ilnepmr6partirquedesb6n6fices，non 

pasfond6ssurdescontrats，maiscompl6tement 

r6alis6s・Ｃｅｎｅｓｏｎｔｐａｓｌｅｓｄｒｏｉｔａｕｘｂ６ｎ６ｆｉｃｅs

quidoivent6treacquis，cesontlesb6n6fices 

m6mes，etparconsequentlaloisupposeune 

op6rationaccomplie)｣(I鋤

以上のとおり，エリ審議官は「獲得された利遡

の解釈において「利益に対する権利」を除外する

ことを主張した。すなわち，獲得利益の解釈に対

して，現在でいう現金主義的な考えを適用し，

1856年法の「独得された配当」の規定はこの狭く

解釈された利益からの配当を考えているとエリ審

議官は主張するのである。

エリ審議官の考えは，破棄院でのデュパン

(Dupin）検事総長の主張に表れている。

ｂ・デュパン検事総長の見解
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デュパン検事総長は，1856.57年と1859年の財

産目録上の利益の配当についてその違法性を主張

した｡(M)その主張のポイントは“r6ellement,'の

用語の解釈にある。

デュパン検事総長は次のように主張した。

「実際という言葉は明確な意味を有しており，

あいまいさを可能にしない。それは約款から生ず

るような利益に対する抽象的な権利を考えてはな

らない。さらに利益が実現していることが必要で

ある。十分に根拠のあるものであっても期待を分

配しない。条項ではなくお金を分配する。配当は，

会社の金庫から出金する前に，まずそこに入金し

ていなければならない。1856年法が監査役会の構

成員に《金庫を検証する》ことを勧告するのはこ

のためである。もし彼らがこの義務を履行してい

たならば，配当の分配を満たすのに必要なものは

存在していなかったことに気付いたであろう。彼

らは配当の分配を認めなかったであろう（Cemot

“r6ellement'，aunesignificationpr6cise，ｉｌｎｅ 

ｐｅｒｍｅｔｐａｓｌ'6quivoque，Ilnefautpasconsid6rer 

ledroitabstraitdunb6n6fice，ｔｅｌｑｕ'ilpeut 

r6sulterd,unestipulation；ｉｌｆａｕｔｅncorequece 

b6n6ficeait6t6r6alis６．－Onnepartagepasdes 

esp6rances，m6mebienfond6n6s；ｏｎｎｅｐａｒｔａｇｅ 

ｐａｓｕneclause，maisdes6cus・Unedividende，

ayantdesortirdelacaissed'unesoci6tadont 

d，abordy6treentr6、Oestpourcelaquelaloide

l856recoｍｍａｎｄ６ａｕｓｓｉａｕｘｍｅｍｂｒｅｓｄｅｌａｃｏｍ‐ 

missiondesurveillancede《v6rifierlacaisse》．

Ｓ'ilsavaientsatisfaitihcedevoir，ｉｌｓａｕｒａｉｅｎｔ 

ｂｉｅｎｖｕｑｕ,ｉｌｎ'yavaitpasdequoisatisfairedla 

r6partitiondudividende;ｉｌｎｅｌ'auraientpasau‐ 

toris6e.)｣(15） 

以上の主張に見られるように，デュパン検事総

長は「実際に獲得された配当（dividendesr6elle‐

mentacquis)」の解釈をエリ審議官と同様非常に

狭く捉え，配当に際して金庫からの出金の前に入

金しておくことが必要であるという考えを展開し

ている。

さらに，損失の脱漏に関しては，それが株主へ

の配当を傷付けるには不十分であったとしても，

財産目録の不正確性自体が1856年法の要求すると

ころに反していると主張する。

デユバン氏は，1856年法が第三者の利益のため

に財産目録の正確性（exactitude）を潤めること

を目的としてこれを監査役会の監督下においたこ

と，利益は真実かつ正規の財産目録（inventaires

sinc6reetr6guliers）に基づくときだけに生ずる

こと，存在しない繁栄を一般公衆に信じさせて資

本を配当することがあまりにも頻繁に行われたこ

と，このために法は会社幹部に対する詐欺罪の適

用と監査役会榊成員に対する民事責任を課したこ

と，を指摘して財産目録の正確性自体が1856年法

の要求するものであることを主張した。

また，保有有価証券の評価に関しては，フラン

ス銀行総裁が額面評価に関する証明轡を交付して

いるが，この証明書はフランス銀行内の評価方法

を説明するものにすぎず，当該ケースの評価に

おける不正行為を否定するものではないと主張

した｡('6）

⑤破棄院の判決

破棄院は，1856.57年と1859年の財産目録上の

利益の配当に関してその違法性を認定した。破棄

院は，分配される配当が実際に獲得されたもので

あるためには，その基礎となる利益が協約に基づ

くだけでは不十分であり，完了した取引から生ず

るものであることを求めた。

すなわち，「架空配当や危険なものにすぎない

配当を排除したかった法律の意味において，それ

が完了した取引の結果である限りにおいてのみ会

社にとって獲得されている（iln，estacquisZhla

soci6t6，ｄａｎｓｌｅｓｅｎｓｄｅｌａｌｏｉ，quiavoulu6carter 

lesdividendesfｒａｕｄｕｌｅｕｘｅｔｍ６ｍｅｃｅｕｘｑｕｉｓｅ‐ 

raientquehasard6s，ｑｕＩａｕｔａｎｔｑｕ，ｉｌｅｓｔｌｅｒ６ｓｕｌ‐ 

tatｄ'uneop6rationaccomplie)｣('7） 

「取引の完了」は最終的な清算を意味している。

このように，破棄院はデュパン検事総長の主張に

そって，「実際に獲得された利益」の概念を狭く

捉え，殿終的に金銭により決済ざれ金庫に入金し

たものでなければ配当できないとの解釈を示した

のである。

他方，損失の脱漏については，それが株主に分

配された配当に何らの影響も及ぼしていないとの

理由で，その違法性は否定された。すなわち，財

産目録が不正確であっても，それが配当に何らの
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影響も与えない場合には，法的には問題とされな

かった。

また，保有有価証券の過大評価については，商

慣習に反していることを認めながらも，不正の意

図がなかったとしてその違法性を否定した。

（２）1863年有限責任会社法の理由書と報告書お

よび1864年ルクール社破産事件

①1863年有限責任会社法の理由書の見解

前述のミレス事件訴訟における「現金化」の考

えは，1863年有限責任会社法の理由書（Expos6

desmotifs）の中で再び展開された｡(１８）政府審議

官デユベルジエール（Duvergier）は，同法理由

瞥において次のように述べている。

「“実際に狼得されていない配当”の用語の範

囲を間違えてはならない。約束した取引がほば確

実なように見える期待を想像させることでは十分

でなく，行った協約，締結した契約が本物の権利，

確実な債権をなすことでさえも十分ではない。事

業の見込の成果，協約・契約の効果は，まだ分配

することのできる利益ではない。もし，実際に実

現する前に，それに相当する金額が会社の金庫に

入る前に分配を実施するならば，配当の名の下に

株主に与えられたものは会社資本金からとられて

いる（Ilnefautpasnonplussem6prendresｕｒ

ｌａｐｏｒｔ６ｅｄｅｃｅｓｍｏｔｓ：Dividendesnonr6ellement 

acquis．－ｎｎｅｓｕｆｆｉｔｐａｓｑｕｅｄｅｓｏｐ６ｒａｔｉｏｎｓｅｎ‐ 

gag6esfassentconcevoirdesesperancesquipar-

aissentpresquedescertitudes，nim6mequedes 

conventionsfaites，desmarch6sconclus，consti-

Luentdesdroitsv6ritables，descr6ancespositives・

Lesr6sultatsprobablesdesentreprises，leseffets 

desconventionsetdestrait6s，nesontpasencore 

desb6n6ficesqu'onpuissedistribuer・Sionenfait

Iar6partitionavantqu,ilssoienteffectivement 

r6alis6s，ａｖａｎｔｑｕｅｌａｃａｉｓｓｅｓｏｃｉａｌｅａｉｔｒｅＣｕｌｅｓ 

ｓｏｍｍｅｓｑｕiensontlarepr6sention，ｄｅｓｔｓｕｒｌｅ 

ｃａｐｉｔａｌｓｏｃｉａｌｑｕ，estpriscequiestdonn6aux 

actionnairessouslenomdedividendes)｣('9） 

以上に示すとおり，デユベルジエール審議官は

理由書の中で，約定取引が一見確実な期待を想像

させるだけでは不十分であること，協約，契約が

本物の権利，確実な債権をなすことでさえも不十

分であること，事業の見込の成果，協約・契約の

効果はまだ分配することのできる利益ではないこ

と，実際に実現する前，すなわちそれに相当する

金額が会社の金庫に入る前に分配を実施する場合

資本金が配当の名の下に株主に分配されているこ

⑥ミレス事件の会計上の意義

ミレス事件が財産目録の作成方法とその正確性・

真実`性の性質に与えた影響を検討したい。

1856年法第13条「実際に獲得されていない配当」

の規定の解釈に関して，エリ審議官とデュバン検

事総長の見解が重要である。

両者は，「実際に獲得された配当」さらには

｢実際に獲得された利益」の解釈を狭く捉え，約

定に基づく利益は期待に過ぎず，当該条項の考え

る利益は金庫に入金した利益であるとして利益に

対する債権部分を配当可能利益から排除する見解

を展開した。

両者の見解は，当該規定の目的が「配当による

資本流出の防止」であるという思考を基礎とし，

｢実際獲得の配当・利益」の解釈を「資本の維持・

保全」の観点から展開するものである。

最終審の破棄院はデュパン検事総長の見解に大

きな影響を受けている。デュパン氏の見解および

破棄院の判決の考え（利益計上における「現金化

(encaissement)」の考え）はその後修正されるが，

`慎重な利益計上の思考は司法的判断ないし実務慣

行に影響を与えたと見られる。

さらに，「損失の脱漏」に関する司法的判断は，

その後も重要な影響を与え続けたと見られる。ミ

レス事件は，財産目録の正確`性自体が法律上一定

の範囲内でしか問題とならないことを正式に明ら

かにするものである。

すなわち，資本金から配当が行われない限り，

財産目録の不正確`性は犯罪にならないと判断され

たのである。この点は，法定祇立金規定ができて

からは，配当が資本金と法定穣立金を害するか否

かの観点から財産目録の不正確`性が問われること

となるが，一定の枠内でしか財産目録の正確性が

問題とされない点は変わっていない。
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と，を強調してミレス事件の違法配当訴訟で示さ

れた「現金化」の考えを展開している。

｢単に偶発的な状態にある（且]'6tatdesimple6-

ventualit6)」利益の除去である。

ドュ・ミラル報告官の考えが当時の多数派的見

解であったと見られる。この点は，前出ミレス事

件でエリ審議官が一般的実務慣行として取り上げ

た実践から判断して明らかである。事実，ミレス

事件以後の訴訟では「現金化」の考えが大きく後

退している。

②1863年有限責任会社法の報告書の見解

1863年法の理由書に対して，同法委員会報告官

ドュ・ミラル（DuMiral）は報告書の中で

｢現金化」の考えを否定する見解を表明した。

「利益が現金化されていることは必ずしも必要

でない。もはや会社から逃れられない利益，もは

や単なる偶発的な状態にない利益を表現したかっ

ただけである。予想外の支払不能ないし不意の横

領を除いて，運命の衝繋がもはや会社から何ら奪

うことのない利益である（Iln，estpasnecessaire

queleb6n6ficeait6t6encaiss6・Onaseulement

vouluexprimerlesb6n6ficesquinepeuventplus 

6chapperalaSoci6t6，ｑｕｉｎｅｓｏｎｔｐｌｕｓＡｌ'6tat 

desimple6ventualit6，dontaucuncoupdusort， 

except6uneinsolvabilit6impr6vueouunedistrac‐ 

tionfortuite，nepeutpluspriverlaSoci6t6)｣(201 

また，「確かに，利益が現金化されていること

は必ずしも必要ではない。利益は，それが議論の

余地なく良好と見なされ，また商業の慣例により

資産に計上すべき性質のものであるという条件で，

資産，協約，単なる債権からも生ずる。この点に

関して，常識と商業の実践は法律の鍛良の注釈で

ある（Sansdoute，ilneserapastoujoursneces‐

sairequeleb6n6ficeait6t6encaiss§；ilpourra 

r6sulterd，unevaleur，。,ｕｎｅｔｒａｉｔｑｍ６ｍｅｄ,une

simplecr6ancapourvuq,ｅｌｌｅｓｏｉｔｒ６ｐｕｔ６ｅｂｏｎｎｅ， 

nonsusceptibledediscussion,etdenature,suivant 

lesusagesducommerce，ａｆｉｇｕｒｅｒｄｌ，ａｃｔｉｆＬｅ 

ｂｏｎｓｅｎｓｅｔｌａｐratiquecommercialeseronLsur 

cepoint，lemeilleurcommentairedelaloi.)｣(２， 

以上の見解に示されているとおり，ドュ、ミラ

ル報告官は報告書の中で，利益が現金化されてい

ることは必ずしも必要でないこと，1863年法第３１

条３°の規定は予想外の支払不能や不意の横領な

どの場合を除いて，偶発的・射幸的利益を排除し

たものであること，利益は協約や債権からも生ず

ること，などの点を強調した。

ドュ・ミラル報告官の見解は「利益の現金化」

の考えを否定する一方，資産あるいは利益計上の

条件を明確にしている。その際に重視された点は

③ルクール社破産事件

ａ，配当の違法性の争点と司法的判断

ルクール（Lecoeur）株式合資会社の破産事件

において，1864年８月16日，破棄院は分配可能な

利益について次のように宣告した。

「株主に対する配当の分配は，その非常に不確

実な成功が長く待たされる，危険な事業から生ず

る可能性のある偶発的利益に基づいてではなく，

実際かつ現在に獲得された利益に基づいてのみ行

うことができる（Lesdistributionsdedividendes

auxactionnairesnepeuvent6treop6r6esquesur 

desb6n6ficesr6ellementetacctuellementacquis， 

maisnonsurlesb6n6fices6ventuelspouvant 

r6sulterdientrepriseshasardeusesdontlesuc‐ 

c6sfortincertain，peutsefaireattendrelong‐ 

temps)｣極）

当該判決では，その成功が不確実で成否を長期

間待たなければならない危険な事業からの偶発的

利益は配当に用いてはならないこと，配当可能な

利益は実際かつ現在に獲得されている利益である

こと，の二点を強調した。

すなわち，配当可能利益は，これから「偶発的

利益（b6n6fices6ventuels)」を除外し，「実際か

つ現在に獲得されている利益（b6n6ficesr6elle‐

mentetactuellementacquis)」に限定することが

明確にされた。長期間待って利益にならない可能

性のあるものは配当してはならず，現在に利益で

あることが確実なものだけを配当すべきとの考え

が示されている。

当該事件における違法性の争点は，ルクール社

の行った1857-61年の配当にある。利益が存在し

ないのに配当を行ったとしてその違法性が争われ

たのである｡(麹）

例えば，1857年の純利益133,626.24フランに基
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に検討した。しかし，1864年ルクール社事件訴訟

では「現金化」の考えは後退している。

すなわち，配当は，実際かつ現在に獲得されて

いる利益からのみ行うことができる。利益が「実

際に穫得されている」とは，「現在ものである」

ことを意味し，現時点で利益であることが確実で

あるものだけが配当可能であるとの判断が示さ

れた。

従って，配当の基礎となる利益は必ずしも現金

化されている必要はなく，債権の形でも現時点で

それが確実なものは配当できる。ルクール社事件

訴訟では，司法的判断がこの点を明確にしたこと

に意義があると見られる。また，現時点で利益と

なるか否か不確実でそれが明らかになるまでに長

期間を要する場合には，これを偶発的な利益であ

るとして配当利益から除外すべきことを表明した。

ここで重要な点は，「現金化」の思考が後退す

る一方，純利益を「実際獲得の配当・利益」の解

釈を通して「資本の維持・保全」の観点から捉え

ている点である。ミレス，ルクール社両事件で示

された司法的判断の観点は，１９７０．７２年のコンパ

ニー・イモビリエール社事件訴訟でさらに展開さ

れている。

づいて行った配当について，当該利益の算定にお

いて損益勘定の貸方収益として計上した金額が

｢獲得利益」の点から問題とされた。

すなわち，計上収益のうち，156,444.24フラン

はPoretとMosselmanとの間で行われた銀行取

引の収益，3,500フランは保証に提供した証券の

利子であったが，裁判所はこれら取引から生ずる

債権は信用できないこと，大部分は実現の保証

(garantieder6alisation）がないこと，従って利

益の要素と見なすことができないと判断した。

裁判所は，上記銀行取引が遠い将来商業的地位

の引き上げに有利な結果を期待させることを認め

ながらも，「これら期待は利益が実際に獲得され

た時すなわち現在のものとなったときになって初

めて行うことができる配当の分配を承認するため

に考慮できない（cesesperancesnepouvaient

etreprisesenconsid6rationpourautoriserles 

distributionsnepouvant6treop6r6esquelorsque 

lesB6n6ficessontr6ellementacquis・coest-a-dire

actuels)｣慨)点を強調した。

また，「利益は非常に不確実なその成功が長い

年度待たされる危険な事業に依存する時には，

実際に獲得ざれ現在のものであるということは

できない（1,onnepeutdirequelesb6n6fices

sontr6ellementacquisetactuelsquandils 

d6pendentd,entrepriseshasardeusesdontle 

succ6s，fortincertain，doitsefaireattendre 

longuesann6es)｣(西）と述べている。

以上の判決文に見られるとおり，ルクール社事

件では，「利益が実際に獲得された時（lorsque

lesb6n6ficessontr6ellementacquis)」の解釈と

して「現在のもの（actuels）となった時」であ

ることが明示された。「現在のもの」とは現時点

で利益であることが確実なものと解釈される。

ｂ・ルクール社事件の会計上の意義

ルクール社事件訴訟の中で示された司法的判断

が，財産目録作成の実践にどのような影響を与え

たかを検討してみよう。

同事件の判決の焦点は，「実際に狸得された配

当」さらには「実際に獲得された利益」の解釈に

ある。

この点に関して，前出の1861.62年ミレス事件

訴訟で「現金化」の考えが展開されたことはすで

（３）1870.72年のコンパニー・イモビリエール

社事件

①訴訟の争点

コンパニー・イモビリエール社（Compagnie

immobili6re）の株主は，同社の旧理事会構成

員ペリール（nPereire）氏とにサルバドール

(ＬＰ・Salvador）氏対して民事訴訟を提起し

た｡(鰯)訴えは，ペリール氏ら会社幹部が1864年５

月19日の株主総会において報告した1863年度決算

替が不正のものであり，この決算轡の数値を信じ

て同社の株式を購入した株主が損害を受けたこと

による。

同株主総会における理事会の報告，貸借対照表

および損益計算書の評価は，利益の決定と分配に

関する定款規定に基づいていた。同社定款の第４５

条によれば，利益は年次費用に対する年次収益の

超過額であること，当該超過額から10％が法定積

立金の積み立てのために控除され，残りを配当と
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して株主に分配することが規定されていた｡(餌）

ａ、1863年度の決算書

1864年５月19日の株主総会に提出された1863年

度の処分案では，57,875.82フランが法定積立金に，

1,916,000フランが配当に充てられ，520,882.45フ

ランが次年度に繰越された。会計処理上の問題点

は次の２点にあった。

１．予備勘定（compteprevisions）から損益計

算瞥に転記した1,274,832.85フラン

２．マルセイユ市との造成工事契約からの将来

利益額2,400,000フラン

まず，予備勘定から損益計算書に転記した

1,274,832.85フランは，ソシエテ・デ・ポール・

ドウ・マルセイユ社（Soci6t6desportsdeMars‐

eiUe）との合併時に，同社が自社の不動産を評価

替えした結果生じた評価益の一部である。これを

予備勘定で処理し，1863年度の損益計算書に収益

として計上したものである。この合併時の不動産

の評価益が利益であるか否かが問題なった。

次に，マルセイユ市との造成工事契約からの将

来利益額2,400,000フランについては，これが利

益か否かが争点となった。ペリール氏はマルセイ

ユ市との間で1862年８月14日に締結した造成工事

契約をコンパニー・イモビリエール社に譲渡した。

契約の内容は，マルセイユ市が土地を18,000'000

フラン（㎡当たり300フランで60,000㎡）で売却

し，譲渡金額の前払金6,000,000フランを使って

同社が造成工事を行い，残りの12,000,000フラン

をマルセイユ市に支払うことが条件として規定さ

れていた。

同社は，1862年９月30日に当該造成工事を他

の業者に3,600,000フランで下請けさせ，差額

2,400,000フランを利益として計上したのである。

この差額が利益か否か問題になった。

もし以上の二つの項目を1863年度の損益計算

書から除外するならば，同年度は利益ではなく

3,028,830.43フランの損失となった。

ｂ、1864年度の決算書

同社は，1864年度の決算書に基づいて，配当

5,833,350フラン，法定積立金の領立て944,616.60

フラン，次年度繰越2,668,199フランの処分が行

われた。

1864年度の決算書における会計処理上の問題

点は，損益計算書に計上された土地の売却益

12,216,382.82フランであった。この売却代金は

1864年度に回収されたものはなく，大部分が10年，

20年および30年の年賦払いであった。最も早い回

収期日でも２年先である。売却代金の回収が長期

にわたり，危険な偶発性を有している。この売却

代金を利益計上できるか否かが争点となった。も

しこの売却益を利益として計上しなかったならば，

巨額の損失が発生していた。

ｃ、1865年度の決算誉

同社は，1865年度の決算脅に基づいて，配当

6,000,000フラン，法定積立金の積立て997,507フ

ラン，臨時積立金の積立て14,117,923フランの処

分が行われた。

1865年度の決算書における会計処理上の問題点

も，1864年度と同様に，損益計算書に計上された

土地の売却益22,435,720フランであった。

②裁判経過と司法的判断

1870年４月22日，パリ裁判所は原告の主張を認

めて，ペリール氏とサルバドール氏に損害賠償を

命じた。損害賠償額には，株式の購入額と購入日

以降の購入額に係る利子が含まれ，さらに受取配

当額と支払日以降の利子を控除したものであった。

当該事件は破棄院で争われるが，1972年５月７日，

破棄院民事部はパリ裁判所の判決を支持した《麹'。

なお，この事件では「悪意（mauvaisefoi)」な

きものとして違法配当による刑事罰は問われてい

ない。

８．配当可能利益の定義

パリ裁判所は配当可能利益を次のように定義

した。

「株式組織の会社において，株主の分配に用い

ることのできる利益は，完了し現金化された取引

ないし金庫の現金に相当する近い将来現金化され

る取引から生ずる，年度収益の費用に対する確

実な超過額だけから構成される（Lesb6n6fices

susceptiblesd,etremisendistribution，dansles 

soci6t6paractions，entredesactionnaires，ｓｅ 

ｃｏｍｐｏｓｅｎｔｕｎｉｑｕｍｅｎｔｄｅｌ，excedantcertaindes 

produitsannuelssurlesd6penses，provenant 

d，op6rationsaccomplies，ｅｔｅｎｃａｉｓｓ６ｏｕｄ'un 

encaissementprochain6quivalantddesespeceｓ 
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'よ費用を支弁するのに役立ちえない。増価，仮

定，期待でもって，負債を支払うことはできない。

従って，それを損益計算書に計上してはならない

(Uneplus-value，dit-iLsurlepremierarticle， 

c,est-ii-direlavaleursuppos6eacqｕｉｓｐａｒｌｅｓ 

ｉｍｍｅｕｂｌｅｓｅｎｓｕｓｄｕｐｒｉｘｄerevient，ｎｅｐｅｕｔ６ｔｒｅ 

ｃｏｎｎｕｑｕｅｌｏｒｓｑｕｅｌｅｓｉｍmeublesserontvendus・

Jusque-la，ｃｅｑｕｉｅｓｔｃｅｒｔａｉｎ，ｃ,ｅｓｔｑｕ，ｅｌｌｅｎ，est 

pasunproduitiellenedonnepaｓｌｉｅｕ且une

recette：ellenepeutservirblpayeruned6pense・

Ｏｎｎｅｐａｙｅｐａｓｕｎｅｄｅｔｔｅａｖｅｃｕｎｅｐｌｕs-value， 

avecunehypoth6se，avecuneesp6rance、Donc，

ｅｌｌｅｎｅｄｏｉｔｐａｓｆｉｇｕｒｅｒａｕｃｏｍｐｔｅｄｅsprofitset 

pertes)｣(32） 

検事は，不動産の評価益をその売却まで利益と

して計上してはならないことを明確に主張してい

る。パリ裁判所は検事側の主張を受け入れ，当該

ケースの不動産評価益を「単なる増価（simple

plus-values)」であると判断し，その損益計算書

利益への計上と配当可能性を否定した。また，破

棄院も同様の判断を示した。

ｃ、1863年度における造成工事契約からの利益

この点に関して，パリ裁判所と破棄院はその利

抽性を否定した。両判決は，造成工事の下請けに

よる差額がマルセイユ市から取得した土地の価額

を減ずべき性質のものであると判断したのである。

。、１８６４．６５年度の土地売却益

この点についても，パリ裁判所と破棄院はその

利益計上を否定した。バリ裁判所は次のように述

べている。すなわち，

「会社の土地の原価に対する売却価格の超過額

もまた，年賦払いのこれら価格が現金化されてお

らず，約定の年賦の支払期日さえ到来していない

時には，計上することができない（Nil,exc6dent，

ｓｕｒｌｅｐｒｉｘｄｅｒｅｖｉｅｎｔｄｅｓｔｅｒｒａｉｎｓｄelasoci6t6， 

desprixderevente，lorsquecesprix，payables 

parannuit6s,､，ontpas6t6encaissaetlesannui-

t6sstipul6esnesontpasm6me6chues)｣(画１

両判決は，譲渡代金が回収に10～30年の長期を

要する場合，これを回収の確実な債権にほど遠く

危険で偶発的な性質（p6rilleuses6ventualit6s）

をもつものとして，配当可能な利益に計上しては

ならないと判断した。

encaisse)｣鱒）

また，「通常の規則は，完了し現金化ないし近

い将来現金化される取引から生じ，また，金庫の

現金と等価であると判断できる確実な利益だけが

分配可能な利益と見なされる（Lesr6glesordi‐

nairesner6putentb6n6ficessusceptiblessd'6ｔｒｅ 

ｍｉｓｅｎｄｉｓｔｒｉｂｕｔｉｏｎｑｕｅｃｅｕｘｑｕｉsontcertains， 

provenantd，op6rationaccomplies，encaiss6sou 

d,unencaissementprochain，pouvant6trejug6s 

6quivaloiradesespecesencaisse)｣(鋤）

パリ裁判所の配当可能利益の定義は，「現金化」

された利益だけでなく，「金庫の現金に相当する

と判断できる近い将来現金化される取引」の利益

も配当できることを明確にした。

さらに，1872年５月７日の破棄院判決は，「株

式組織の会社において，株主に分配できる利益は，

実現した資産あるいは即時に実現可能な資産に存

しなければならない（Lesb6n6ficessusceptibles

d'６tredistribu6sauxactionnairesdanslessoci6‐ 

t6sparactionsdoiventconsisterdansdesvaleurs 

r6alis6esouimm6diatementr6alisables)｣(3'）と

述べ，分配可能利益が「実現した資産」ないし

｢即時に実現可能な資産」に存することが必要で

あると表明した。

この「実現」の意味は，現在のそれとは異なり

取引が完了して利益が現金の形で回収されている

ことを意味する。また，「即時に実現可能」とは

金庫の現金と等価であるほど直ちに現金化可能な

利益を意味すると見られる。その意味では，１８７２

年の破棄院の示した原則は，1870年判決の原則を

表現を変えて述べたものにすぎない。

ｂ、1863年度における合併時の不動産評価益の

利益性

パリ裁判所判決は，まず，コンパニー・イモビ

リエール社の1863年度の決算瀞について，合併時

に生じた1,274,832.85フランの不動産評価益を利

益でないと判断した。同裁判において，検事はこ

の点に関して次のように主張した。

「増価，すなわち原価を上回って不動産により

独得されたと考えられた価値は，不動産が売却さ

れる時になって初めて認識することができる。そ

の時まで確実なことは，それが収益ではないとい

うことである。それは収入を生み出さない。それ

Hosei University Repository



7１ 

③１８７０．７２年のコンパニー・イモビリエール

社事件の会計上の意義

コンパニー・イモビリエール社事件の意義は，

司法的判断が「配当可能利益」を定義した点にあ

る。すなわち，配当可能利益は「完了し現金化さ

れた取引ないし金庫の現金に相当する近い将来現

金化される取引から生ずる，年度収益の費用に対

する確実な超過額だけから構成される｣。

この定義はルクール社事件での判決と同じ立場

に立ち，その考えをさらに明確化したものである。

従って，ミレス事件や1863年有限責任会社法理由

書で展開された「現金化」の考えは，１８７０．７２年

のコンパニー・イモビリエール社事件の判決で明

確に修正されている。

この定義は当該事件以降の司法的判断に大きく

影響を与え，配当可能な利益の,性質に関する一般

原則として用いられた(鋼)。例えば，1888年１月９

日のBanquenouvelleOdeFalloix訴訟の判決

に関して，次のような注釈が行われている。

「株主に分配すべき利益に関して，諸判決は年

度利益の一部をなしうるために取引の収益が現金

化されていることを厳格に要求していない。収益

がく金庫の現金に相当するほど近い将来に現金化

されること＞（1870年４月22日パリ判決)，ないし

＜即時に実現可能であること＞（1872年５月７日

破棄院民事部判決）を要求することで満足してい

る（Relativementauxb6n6ficesadistribueraux

actionnaires，ｌｅｓａｒｒ６ｔｓｎ,exigentpasrigoureuse-

mentquelesproduitsdesop6tationssoient 

encaiss6pourqu，ilspuissentfairepartiedes 

b6n6fｉｃｅｓｄｅＴａｎｎ６ｅ・I1ssecontententd,exiger

quelesproduitssoient（｡'unencaissemenLpro‐ 

chain6quivalantihdesespecesencaisse》（Paris

22avrill870Lou《qu'ilssoientimm6diatement

r6alisables》（Civ・rej7mail872)｣(蕊’

さらに重要な点は，不正確な計算書類による株

式購入の損害賠償を問題にしたコンパニー・イモ

ビリエール事件の判決においても，当期純利益の

解釈が「実際獲得の配当・利益」の解釈を通して

｢資本の維持・保全」の観点からなされた点で

ある。

以上，1856年法，1863年法および1867年会社法

の一連の会社会計規制に続いて，1860.70年代に

展開された違法配当訴訟を検討した。

一連の会社会計規制では，会社幹部による計算

書類の作成と監査役による監査が義務づけられた

が，計算に関する規定はなかった。違法配当の罰

則規定が設けられたが，違法配当の判断の前提と

なる純利益の定義は規定されなかった。

しかし，一連の会社規制後に出現した違法配当

訴訟は，計上できる利益・財産の性質，計算書類

の正確性・真実性の性質に重大な影響を及ぼした

と考える。司法的判断のよりどころとなった規定

は，違法配当規定における「実際に独得された配

当」の解釈である。

１８６１．６２年のミレス事件では，「実際に獲得さ

れた利益」を非常に狭く解釈し，現金化された利

益だけが配当できる利益とした。

この「現金化」の考えは，1863年有限責任会社

法の理由轡の中で政府審議官デュベルジエールに

より展開されたものの，同法委員会報告囎瞥ではドュ・

ミラル報告官により否定された。「現金化」の思

考の後退はその後の1864年ルクール社事件でも確

認された。さらに，1870.72年のコンパニー・イ

モビリエール社事件では，同じ立場に立って配当

可能利益の定義が示された。同定義が1870年代以

降の違法配当訴訟の判決に大きな影響を及ぼした

見られる。

配当可能利益の定義は，計上利益の性質とこれ

に関連する財産目録計上の借方財産項目の性質を

明確にするものである。

しかし，本稿の文脈で重要な点は，1860.70年

代の違法配当訴訟が純利益を「実際獲得の配当・

利益」の解釈を通して「資本の維持・保全」の観

点から判|折している点である。

また，ミレス事件で，デュパン検事総長が財産

目録の不正確性自体が問題であることを主張した

が，裁判所はこの点を取り上げなかった。この点

からも明らかなように，財産目録に不正確なとこ

ろが見られても，留保利益あるいは秘密積立金の

存在により配当が会社資本（資本金と法定積立金）

の流出を伴わない限り違法性をもたないと判断さ

れたのである。

以上の1860.70年代の違法配当訴訟の分析から

次の点が明らかとなる。すなわち，一連の違法配

当訴訟において，司法的判断が「利益」の解釈を
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「活動成果の正確・真実な測定・表示」の観点か

らではなく，「会社資本の維持・保全」の観点か

ら展開したことである。このため，計算書類の正

確性・真実性は，裁判過程を通じた司法的判断に

よっても十分に担保されなかったと見られる。
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